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建
設
市
場
整
備
関
連
は
廃
止

具
体
的
目
標
や
成
果
不
透
明

国
土
交
通
省
の
行
政
事
業

レ
ビ
ュ
ー
（
省
内
版
事
業
仕

分
け
）
の
3
日
目
が
7
日
行

わ
れ
、
中
小
建
設
業
者
の
経

営
支
援
や
異
業
種
連
携
、
電

子
商
取
引
（
C
I
I
N
E
T
）

の
導
入
促
進
と
い
っ
た
「
建

設
市
場
の
整
備
の
推
進
」
に

関
す
る
予
算
事
業
に
つ
い
て

「
廃
止
」
と
判
定
さ
れ
た
。

評
価
者
か
ら
は
「
具
体
的
な

目
標
や
成
果
が
不
透
明
」

「
国
費
を
投
じ
て
国
が
関
与

す
る
意
義
が
兄
い
だ
せ
な

い
」
な
ど
厳
し
い
意
見
が
相

次
い
だ
。
結
果
と
し
て
、
国

が
行
う
必
要
性
を
ゼ
ロ
ベ
ー

ス
で
見
直
す
と
と
も
に
、
他

省
庁
や
自
治
体
が
行
う
同
様

の
支
援
事
業
と
の
整
理
を
進

め
、
本
事
業
は
い
っ
た
ん
廃

止
す
る
と
結
論
付
け
た
。

建
設
市
場
の
整
備
推
進
策

と
し
て
、
国
交
省
で
は
▽
経

営
革
新
・
成
長
分
野
展
開
・

転
廃
業
に
つ
い
て
経
営
相
談

窓
口
を
全
国
に
設
け
て
情
報

提
供
を
実
施
、
専
門
家
左
派

遭
▽
異
業
種
連
携
や
副
業
化

な
ど
に
関
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
モ

デ
ル
の
調
査
分
析
、
優
れ
た

技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
研

究
機
関
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
に

よ
る
新
事
業
展
開
支
援
▽
C

I
－
N
E
T
に
関
す
る
参
加

型
体
験
講
習
会
の
開
催
、
売

掛
債
権
の
保
全
・
流
動
化
方

策
の
検
討
－
の
3
本
柱
を
推

進
。
1
0
年
度
予
算
に
は
、
昨

年
度
の
事
業
仕
分
け
結
果
な

ど
を
踏
ま
え
前
年
度
比
7
割

減
の
1
億
7
0
百
万
円
を
計
上

し
て
い
る
。

国
交
省
側
は
市
場
環
境
が

一
段
と
厳
し
く
な
る
中
で
、

地
方
の
中
小
建
設
業
者
を
支

援
す
る
諸
施
策
の
重
要
性
を

強
調
。
今
後
も
事
業
の
効
率

化
、
予
算
の
重
点
化
な
ど
に

取
り
組
む
と
訴
え
た
が
、
評

価
者
か
ら
は
予
算
執
行
後
の

成
果
の
把
崖
・
検
証
が
不
十

分
で
、
業
務
委
託
な
ど
の
フ

ロ
ー
部
分
も
不
透
明
な
ど
と

指
摘
さ
れ
、
6
人
の
評
価
者

の
う
ち
1
人
が
「
抜
本
的
改

善
」
、
残
り
5
人
が
「
廃
止
」

と
判
定
し
た
。
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